
※指数の銘柄選定方法については、ETF紹介ページの「月次レポート」および指数算出会社HPをご覧ください。

※個別銘柄を推奨するものではありません。

新規採用・除外銘柄

除外理由

タタ・モーターズ

銘柄選定プロセスにおいて時価総額のランキングが低下したため除外されました。

アジアン・ペインツ

銘柄選定プロセスにおいて時価総額のランキングが低下したため除外されました。

2024年12月19日

平素は当ETFをご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。
指数算出会社より、12月の定期リバランスにおける指数構成銘柄の⼊れ替えが発表されました。
つきましては新規採⽤・除外銘柄についてお知らせいたします。
なお、今回の⼊れ替えの効力発生日は2024年12月23日です。

マヒンドラ･マヒンドラ タタ･モーターズ

 一般消費財・サービス  一般消費財・サービス
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https://globalxetfs.co.jp/funds/188A/index.html
https://indices.miraeasset.com/indtop10plus.php


※個別銘柄の推奨、今後の組⼊を示唆・保証するものではありません。（出所）Global X Japan作成

※過去のパフォーマンスを示しており、将来の成果を保証するものではありません。
（注）対象株価指数の算出開始日は2024年4月5日。算出開始日以前の指数に関する情報は全て指数算出会社がバックテストしたデータ。期間は2008年6月20日
から2024年12月17日。起点を100として指数化（インドルピー建て、配当込み、日次）（出所）BloombergよりGlobal X Japan作成

指数パフォーマンス（ルピー建て、配当込み）

入れ替え後の指数組入 全15銘柄

（年/月）

銘柄名 セクター 銘柄名 セクター

タタ・コンサルタンシー・
サービシズ

情報技術 ヒンドゥスタン・ユニリーバ 生活必需品

リライアンス・
インダストリーズ

エネルギー
サン・ファーマシューティカル・
インダストリーズ

ヘルスケア

HDFC銀行 金融 マルチ・スズキ・インディア
一般消費財・

サービス

バーティ・エアテル
コミュニケーショ

ン・サービス
ウルトラ・テック・セメント 素材

ICICI銀行 金融 インド石油ガス公社 エネルギー

インフォシス 情報技術 JSWスチール 素材

ラーセン＆トゥブロ
資本財・
サービス Hindustan Aeronautics Ltd

資本財・
サービス

マヒンドラ・マヒンドラ
一般消費財・

サービス
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新規組入銘柄紹介 - JSWスチール -

新規組入銘柄紹介 - マヒンドラ・マヒンドラ -

※個別銘柄の推奨、今後の組⼊を示唆・保証するものではありません。（注）傘下企業分の算定基準：中国企業はCISAの公式発表値、出資比率が50%以上の場合は100%合
算、出資比率が30%以上50%未満の場合は比率配分した分を算⼊、出資比率が30%未満の場合は算⼊せず（出所）Bloomberg、worldsteelよりGlobal X Japan作成

• 1969年に創業した中堅財閥マヒン
ドラグループの中核企業。自動車、
農機具、自動車部品を製造、販売。
主な製品は軽・中・大型の商業⽤
車両、ジープ型車両、一般乗⽤車
など。

• 農業⽤トラクターや耕作機、内燃
機関、ガソリンエンジンおよび工
作機械も生産する。トラクターの
販売台数は世界最大。

• 2023年のインドの四輪自動車販売
台数は508万台で日本（478万台）
を上回り世界第3位。その中で同社
は約11％のシェアを誇る。

インドの乗用車販売シェア（2023年）

※個別銘柄の推奨、今後の組⼊を示唆・保証するものではありません。※四捨五⼊の関係で100にならないことがあります。
（出所）Bloomberg、日本自動車工業会、Auto PunditzよりGlobal X Japan作成

• 1994年に創業。中堅のジンダル財
閥系JSWグループの中核企業。総
合鉄鋼メーカーとして、熱延コイ
ルや冷延コイル、線材、亜鉛めっ
きコイル・シートなどを手掛ける。
2010年に日本のJFEホールディン
グスが出資、現在は出資比率15％
の持分法適⽤会社。

• インドの製鉄市場は、インフラ整
備や自動車産業の成長に伴い拡大。
外交上の理由から中国産鋼材を規
制する政策も寄与。

• 同社は積極的な設備投資とM&Aで
事業を拡大し、粗鋼生産量ランキ
ングで世界12位に浮上。

主要鉄鋼企業の粗鋼生産量ランキング

企業 国 2023年 2022年 2021年 2020年

中国宝武鋼鉄集団 中国 1 1 1 1

アルセロール・ミタル ルクセンブルク 2 2 2 2

鞍鋼集団 中国 3 3 3 7

日本製鉄 日本 4 4 4 5

河鋼集団 中国 5 6 7 4

江蘇沙鋼集団 中国 6 5 5 3

ポスコ 韓国 7 7 6 6

建龍集団 中国 8 8 8 8

首鋼集団 中国 9 9 9 9

タタ･スチール インド 10 10 10 12

徳龍鋼鉄 中国 11 12 12 11

JSWスチール インド 12 15 19 24

JFEホールディングス 日本 13 14 13 14
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